
第 6期自立支援協議会 拠点整備部会活動報告 

 

1.部会開催状況 

2018年度 9回  2019年度 10回  合計 19回開催 

２.活動内容及びこれまでの成果 

① 地域生活支援拠点整備の研究討議 

障がいのある方の重度化、高齢化や「親亡き後」を見据え、相談支援・緊急時の受

入、対応など必要な機能を備えた地域生活支援拠点等の整備について研究討議を重

ね、別紙のとおり部会提言をまとめることができた。 

（別紙） 

・四国中央市における地域生活支援拠点等の整備についての部会提言 

・地域生活支援拠点イメージ図 

・提言書 ※2019年 3月 26日福祉部長に提出 

② 成年後見、権利擁護啓発ハンドブックの活用 

 2020 年度に開設した成年後見サポートセンターが成年後見制度の啓発ハンドブッ

クを作成する予定であるため、当部会では「意思決定支援」「障害者虐待防止法」「障

害者差別解消法」の啓発を目的としたハンドブックを作成する。 

障害者差別解消法に法改正の動きがあるため、今年度中におおまかなレイアウトを

NPO 法人心のわに依頼。法改正の内容を盛り込んだ上で印刷作業を行い、作業完

了を 2020年度中とする。 

３.今後の課題 

① 成年後見、権利擁護啓発ハンドブック 2020年度版の作成 

 

 

 

 

 

 

 



四国中央市における地域生活支援拠点等の整備についての部会提言 

 

四国中央市自立支援協議会拠点整備部会 

 

１、 整備類型 

併用整備（「地域生活支援機能付障害者支援施設」「多機能支援拠点」「成年後見サポートセ

ンター」を核に、市内の既存事業所等との連携による点的整備・面的整備を組み合わせた併用

整備型）                         参考資料：地域生活支援拠点整備イメージ図 

 

２、 各機能の具体的な内容 

１） 相談 

・ 基幹相談支援センター、子ども若者総合相談センター 

・ 安心生活支援事業（24時間安心コール）：24時間 365日の緊急時電話相談を受け付け、

関係機関への連絡調整を行うほか、必要に応じて緊急対応を行う。 

２） 緊急時の受け入れ 

・ 短期入所施設の活用（医療的ケア機能を含む） 

・ 地域生活体験事業で確保している居室の提供 

３） 体験の機会、場の提供 

・ 地域生活体験事業：アパートの 1室を市が借り上げ、宿泊体験ができる（既に民間が実

施している） 

・ 障害福祉サービス事業所が提供している利用体験 

４） 専門的人材の確保・養成 

・ 基幹相談支援センターが主催する研修会 

５） 地域の体制作り 

・ 基幹相談支援センター、子ども若者総合相談支援センターが定期的に実施している連

携会議 

・ 成年後見サポートセンターの開設 

 

３、 地域生活支援拠点等の整備・運営における今後の課題・提言 

１） 地域生活支援機能付障害者支援施設に求める機能 

新築移転すべき障害者支援施設太陽の家の中核機能として、地域生活支援拠点併設が

必須である。また、必要と考えられる機能についてまとめ、四国中央市福祉部長への提言書

を作成した。 

参考資料：提言書 

２） コーディネート機能の強化 

地域生活支援機能付障害者支援施設に相談機能を付与し、コーディネーターを配置す

ることで、現在コーディネート機能を果たしている基幹相談支援センターとの協働体制ができ、

より強化される。 



 

３） 面的整備の社会資源不足 

・ 身体障がい者が利用できる通所事業所が少ない 

・ デマンドタクシーに車椅子利用者が乗車できない、といった移動支援の弱点がある。 

移動手段の課題については、第 7回本会議において「市全体で協議する場が必要」との

意見が挙がっており、当部会でもその必要性を感じている。 

また、第 6期四国中央市自立支援協議会資源開発部会が行ったアンケート調査でも、多

くの課題が挙がっている。今後、課題解決への具体的方策の検討が必要で、その役割は自

立支援協議会が担うものである。 

 

４、 終わりに 

四国中央市障害者支援施設等あり方検討委員会検討結果報告書（平成 30年 3月 四国中

央市障害者支援施設等あり方検討委員会作成）にも、市に期待される役割として「太陽の家が

培ってきた専門性やノウハウを、障がい者が地域で生活していくための支援機能に置き換えて

いくことは、四国中央市の今後における地域福祉の基盤づくりにおいて、重要な課題であると考

えられる」と明記されている。 

地域生活支援拠点等の整備は、官民協働で取り組むことが望ましく、そのためには新築移転

すべき太陽の家に寄せる期待は大きい。 

また、平成 29年 4月 1日施行の改正社会福祉法において、全ての社会福祉法人に対し「地

域における公益的な取り組みを実施する責務」が規定された。市内の社会福祉法人が連携し

「四国中央市に必要な公益的な取り組み」を実施することができれば、地域生活支援拠点等の

整備はより強化される。 


